
(※) 事業終了時点で、①事業場内採点賃金＋45円、②給与支給総額＋6%を達成すること。

項　目 要　件

概要 成長分野への大胆な事業再構築に取組む中小企業等を支援。

補助率 中小企業者等　　1/2（大規模な賃上げ（※）を行う場合は2/3）
中堅企業等　　　1/3   (大規模な賃上げ（※）を行う場合は1/2)

補助事業
実施期間 交付決定日～12か月以内(ただし、採択発表日から14か月後の日まで)

補助対象経費
建物費、機械装置・システム構築費(リース料を含む)、技術導入費、
専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、
知的財産権等関連経費、広告宣伝・販売促進費、研修費

成長枠

補助金額
【従業員数　20人以下 】 100万円 ～ 2,000万円
【従業員数　21~50人 】 100万円 ～ 4,000万円
【従業員数　51~100人 】 100万円 ～ 5,000万円
【従業員数　101人以上 】 100万円 ～ 7,000万円

項　目 要　件

概要

補助金額

補助率

(※1) 従業員 5人以下の場合 400 万円、従業員 6～20 人の場合 600 万円、従業員数 21～50 人の場合 800 万円、
　　  従業員数 51 人以上の場合は 1,200 万円までは 3/4
(※2) 従業員数 5人以下の場合 400 万円、従業員数 6～20 人の場合 600 万円、従業員数 21～50 人の場合 800 万円、
　　  従業員数 51 人以上の場合は 1,200 万円までは 2/3

業況が厳しい事業者や事業再生に取組む中小企業等、原油価格・物価高騰等の
影響を受ける中小企業等の事業再構築を支援。

【従業員数　5人以下 】 100万円 ～ 1,000万円
【従業員数　6 ~ 20人 】 100万円 ～ 1,500万円
【従業員数　21人以上 】 100万円 ～ 2,000万円
【従業員　　51人～　 】100万円 ～ 3,000万円

中小企業者等　2/3（※1）
中堅企業等　　1/2（※2）

補助事業
実施期間 交付決定日～12か月以内(ただし、採択発表日から14か月後の日まで)

補助対象経費
建物費、機械装置・システム構築費(リース料を含む)、技術導入費、
専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、
知的財産権等関連経費、広告宣伝・販売促進費、研修費

物価高騰対策・回復再生応援枠

補助対象事業概要

事業再構築補助金とは？
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売り上げの回復が期
待し難い中、ウィズコロナ・ポストコロナ時代の経済社会の変化に対応するために
新市場進出（新分野展開、業態転換）、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又は、
これらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する
中小企業等の挑戦を支援します。

●事業者自身で事業再構築指針に沿った事業計画を作成し、認定経営革新等支援機関の確認を受けること。
　補助金額が3,000万円を超える案件は金融機関 (銀行、信金、ファンド等 )の確認も受けること。
　金融機関が認定経営革新等支援機関を兼ねる場合は、金融機関のみで構いません。
●補助事業終了後 ３～５年で付加価値額の年率平均 3.0％～5.0％以上増加、又は従業 員一人当たり
　付加価値額の年率平均 3.0～5.0％以上増加させることが必要です。※一部の補助枠を除く

公募要領はこちらから！

公募開始：令和５年８月 １０日（木） 
受付開始：調整中
応募締切：令和５年１０月６日（金） １８:００まで

再
補助金活用で

「ものづくり」を
もっと元気に！

活用事例は
裏面を

ご覧ください

項　目 要　件

概要

補助金額
【従業員数　5人以下  】 100万円 ～ 500万円
【従業員数　6 ~ 20人 】 100万円 ～ 1,000万円
【従業員数　21人以上 】 100万円 ～ 1,500万円

補助事業
実施期間

補助対象経費

補助率
中小企業者等　3/4
中堅企業等　　2/3

最低賃金引き上げの影響を受け、その原資の確保が困難な特に業況の厳しい
中小企業等が取り組む事業再構築に対する支援。

交付決定日～12か月以内(ただし、採択発表日から14か月後の日まで)

建物費、機械装置・システム構築費(リース料を含む)、技術導入費、
専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、
知的財産権等関連経費、広告宣伝・販売促進費、研修費

最低賃金枠

(※)最低賃金枠で不採択の場合は、通常枠で再審査されます。再審査にあたっては事業者の手続きは不要です。
(※) 緊急対策枠で不採択となった際に通常枠での再審査を希望される場合は、売上高等減少要件を満たすことを
示す書類を提出いただく必要があります。

事業　構築
補助金最

大 億円1.5

項　目 要　件

概要

補助金額

【従業員数　20人以下 】      100万円 ～ 2,000万円
【従業員数　21~ 50人 】      100万円 ～ 4,000万円
【従業員数    51 ~ 100人  】 100万円 ～ 5,000万円
【従業員数    101人以上】     100万円 ～ 7,000万円

補助事業
実施期間 交付決定日～12か月以内(ただし、採択発表日から14か月後の日まで)

補助対象経費
建物費、機械装置・システム構築費(リース料を含む)、技術導入費、
専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、
知的財産権等関連経費、広告宣伝・販売促進費、研修費

産業構造転換枠

国内市場縮小等の構造的な課題に直面している業種・業態の中小企業等が取組む
中小企業等の事業再構築を支援。

補助率 中小企業者等　2/3
中堅企業等　　1/2

※廃業を伴う場合には、廃業費を最大 2,000 万円上乗せ



　

事業　構築補助金再 の想定例 事業計画書策定キーワード 事業転換・新規参入・非対面・テイクアウト  など

サイングラフィックス機種

プリント&カット対応
エコソルベントインクジェットプリンタ

エコソルベントインクジェットプリンタ

ご提案機種

～活用例～

①グッズ関連：目を引く立体看板の製作とネットを
活用した販売

②商業印刷関連：物販ビジネス展開、少量多品種
対応かつ短納期を実現した新規事業の立ち上げ

③イベント関連：エコ什器の大規模生産事業へ転換

インダストリアルプロダクツ機種
お客様のニーズに合わせた少量多品種生産が可能で、
オリジナルグッズを作成して新規ビシネスを始める

ハイスペックプリントを活用し、見る人にインパクトを与え、実質的効果を高めた手法として提案

ダンボール什器

パーテーション

木工製品へのプリント

アクリルグッズ

スチレンボードを使用した什器

大型フラットベッドUV-LED 方式
インクジェットプリンタ

大型フラットベッドUV-LED 方式
インクジェットプリンタ

フラットベッドカッティングプロッタ

ご提案機種

～活用例～

①特注フィギュア特注品の短納期対応による新規ビジネス参入

②立体造形物製作ビジネスの新規参入

③建築模型ノウハウと３Ｄプリンタ活用立体造形プロセス高度化

④試作品作成による商談・プレゼン能力の向上

⑤ノベルティグッズの特注・小ロット対応で販路開拓
⑥平面の看板製造事業から、
　立体的でデザイン性が高い看板製造に挑戦

大型飲料ボトル 3D看板 店舗ディスプレイ

フィギュア 食品サンプル 立体地図

オリジナルひな人形お土産

オリジナル 3D造形サービスで新規事業へ参入！
既存商品との連携で売上アップ3Dプリンタ ご提案機種

大型・高速造形で
サイングラフィック製作が変わる！

フルカラー3Dインクジェットプリンタフルカラー3Dインクジェットプリンタ

MIMAKI がこれ まで培ってきたプリンタテクノロジーを結集し
UV硬化インクジェット方式で 1,000 万色以上のフルカラー造形を実現！

夜間は光源により意匠が変化するリライトプリント

オリジナルグッズフラッシュ撮影で違う意匠が現れるフラッシュプリント

ウィンドウサイン

高性能ハイブリッド型
プレス機
mod.856

～活用例～

①カーリペア関連：オリジナルカーシート生産システムを
構築し、1品1様のデザインを提供、新分野開拓を行う

②インテリア関連：小ロット多品種の
プリントシステムを構築し、ネット販売による
コンシューマー向けファブリックアイテムの販路開拓

③生地関連：アパレルウエアのプリントから縫製まで
一貫生産

テキスタイルアパレル機種

デジタルプリント生地 ポーチ フロアマット

風呂敷 皮革チェアマット のれん スポーツウェア

ご提案機種

ハイブリッド
テキスタイルインクジェットプリンタ

昇華転写インクジェットプリンタ

大判オートトリマーウォームラミネーターカッティングプロッタ

～活用例～
①商業印刷関連：企業PRや商品キャンペーンの販促物として広告効果UP、
　今までに無い商品で付加価値ビジネス展開
②屋外広告関連：ECサイトによるBtoCビジネス事業立ち上げ、販路拡大を行う

ソルベントUV
インクジェットプリンタ

プリント&カット対応
LED-UV硬化インクジェットプリンタ 

生地や皮革・合皮へのデジタルプリントでプリント技術の
高度化と差別化を図り新分野へ挑戦！

ハイエンドフラットベッド
カッティングプロッタ

1.8m幅高速昇華転写
インクジェットプリンタ


